
受入病床の確保に向けた緊急の取組み

１．病床使用及び確保の状況

前回（令和3年1月21日時点）

２．具体的な取組み（スキーム）

（１）後方医療機関への退院調整（1/27～）
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今回（令和3年2月3日時点）

（２）病院の枠を超えた看護職員の応援派遣（2/1～）

個別要請により
12床の増床

入院受入医療機関

宮城県医療調整本部

後方医療機関

※47医療機関（1月末時点）

派遣元医療機関
（県内病院）④派遣

③派遣要請（協定締結）
※派遣費用は県が負担
（国費を充当）

①派遣要望
（意向調査）

※11医療機関
（1月末時点）

①報告
（調整困難な患者情報）

③受入打診

②打診先の選定
※本部員（医師）の助言

④回答

⑤窓口紹介
※受入可の場合

②マッチング
※勤務先等の条件を基に個別に調整

全県
確保病床数

全入院者 うち重症者

使用率 31.6% 40.9％

実績
（使用病床数） 75床 9床

母数
（確保病床数） 237床 22床

宮城県医療調整本部

３．重症専用病棟の検討

今後の更なる感染拡大に備えて、新たに重症専用病棟の整備について東北大学病院とともにプランニング

４．その他

新型コロナの治療・ケアの標準化や効率的な病床利用を図るため、臨床カンファレンスを今後開催

派遣先医療機関
（入院受入医療機関）





高齢者への対応について

４ 感染した高齢者への支援

２ 高齢者施設の感染対策研修の強化

３ ＰＣＲ検査の機動的な実施

 感染により職員不足となる高齢者福祉施設に介護職

員を派遣します（直接派遣158人・間接派遣564人）

 ケア付き宿泊療養施設を設置し，介護が必要な高齢

者の療養環境を確保します

 認知症等の要介護高齢者を受け入れた医療機関に医

師・介護職員の高齢者医療支援チームを派遣します

 高齢者福祉施設の感染対策の向上のため，ウェブで

の動画配信などにより研修を強化します

 高齢者福祉団体と感染対策に関するワーキングを設

置し，クラスター事例の分析等に基づく感染対策を

強化します

１ 利用者・職員の感染対策の徹底

 高齢者の体調管理に十分注意し，体調不良時は介護

サービスの利用を控えるなど，感染防止対策の徹底

をさらに周知します。

 職員の体調管理や体調不良時の休暇，十分な手洗い

や換気など，基本的な感染対策の徹底を促します

 感染が発生した高齢者福祉施設の職員と利用者全員

を原則対象とした検査を実施します

 感染対策に従事する一定の介護職員等にＰＣＲ検査

を実施します
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新型コロナウイルス感染症に対する県教育委員会の取組 

 

 県教育委員会においては，「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生

管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～」により，感染防止対策を講じてきた

が，具体的な取組は次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜これまでの取組＞ ～文部科学省の学校衛生管理マニュアルの遵守～ 

 感染予防対策を行った上での教育活動の実施  

◇ 学校（教職員）及び，生徒に対して 

  ・感染予防対策の日常のチェックと健康観察の励行 

  ・マスクの着用と手洗いの励行 ・３密の回避（密閉・密集・密接） 

・手指消毒の設置 ・日常の清掃での消毒  等 

  ・昼食や休み時間の感染予防・登下校時の感染予防マナーの励行  等 

◇ 保護者に対して 

 ・毎朝の検温と健康観察 ・家庭における｢新しい生活様式｣の取組の喚起 

  ・チラシの配布  等 

＜クラスター発生により，さらに講じた取組（再周知・実行）＞ 

◆ 学校（教職員）に対して 

 ・感染予防対策の再点検と重点事項の徹底 

  ・休み時間や昼食時間，部活動における生徒への直接指導 

  ・校内への｢黙食｣｢黙トレ｣等のポスター掲示 

  ・部活動における他校との練習試合の自粛  ※大会主催団体協力依頼 

  ・学年末考査に伴う部活動の自粛期間の長期設定 

  ・公立高等学校入学者選抜試験前における部活動の時間短縮など規模縮小 等 

◆ 生徒に対して 

  ・感染予防対策の重点事項の提示 

  ・本人及び家族に風邪症状がある場合は登校や外出しない 

  ・昼食や会話する際の距離やマスクの着用 

  ・登下校の際の感染防止対策  等 

◆ 保護者に対して 

 ・感染予防対策の重点事項の提示 

  ・生徒に風邪症状がある場合は登校や外出させない 

  ・家庭内における「新しい生活様式」の協力要請  等 

クラスター発生により 

令和３年２月５日 

教  育  庁 
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令和３年２月５日 

総 務 部 

 

ＳＮＳ等による新型コロナ情報の若者向け周知状況 

 

広報課 Facebook（令和３年２月３日現在） 
■リーチ  ：5,800（投稿が見られた数） 

■いいね等 ：260 

■シェア  ：40（拡散された数） 

・震災復興政策課（みやぎ・やまがた連携ネットワーク） 

・河川課 

・雇用対策課（わく・わーく就職サポートセンター） 

・オリンピック・パラリンピック大会推進課 

・みやぎ米推進課（だて正夢、金のいぶき） 

・気仙沼水産試験場 

・農山漁村なりわい課（みやぎの inaka で遊ぼう泊まろう） 

    など 

 

Twitter（周知いただいたアカウント） 
・雇用対策課（わく・わーく就職サポートセンター） 

・産業人材対策課 

・みやぎ米推進課（だて正夢、金のいぶき） 

・人事委員会事務局 

 

その他（周知いただいた媒体） 
■インスタグラム 

みやぎ米推進課（だて正夢、金のいぶき） 

■LINE 

疾病・感染症対策室 

（宮城県-新型コロナ対策パーソナルサポート） 

■メールマガジン 

 広報課（メルマガ・みやぎ） 

■広報誌 

 保健環境センター 

資料１０ 





自宅療養者への対応
令和3年2月5日

新型コロナ総合調整チーム

１ 健康観察の確保

本県では，陽性患者は入院又は宿泊療養を原則としているが，やむを得ず自宅療養となった
患者に対し，次のとおり療養支援を行っている。

２ 食料品等提供体制の確保

自覚症状が無いままに肺炎等の症状が進んでいる場合が

あることから，いち早くその兆候を捕らえ適切に医療へ繋

げられるよう自宅療養者にパルスオキシメーターを配布す

るとともに，保健所が電話等により毎日健康観察している。

（パルスオキシメーターの配布：令和3年1月15日～）

２月３日現在 配布台数（累計） ７２台（８９人）

解除までの期間，自宅療養者に対し，外出せずに自宅療養に専念してもらうため，

食料品や日用品を宅配し療養生活を支援している。（令和3年1月30日～）

２月３日現在 配布戸数（累計） ５戸 （７パック(箱)）
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３ ワクチンの流通体制に係る地域担当卸について

■栗原保健所管内
■大崎保健所管内
■塩釜保健所本所管内

→東北アルフレッサ

■仙南保健所管内
■塩釜保健所岩沼支所管内

→スズケン

■気仙沼保健所管内
■登米保健所管内
■石巻保健所管内
■塩釜保健所黒川支所管内

→東邦薬品

□仙台市保健所管内

→バイタルネット

ワクチンや接種に係る物品の配送を行う地域担当卸については、国の選定方法に基づき、下記の
とおり担当地域が決定された（契約は国が実施）

1 県内市町村の体制について（担当組織一覧）

２ ワクチン保管用ディープフリーザー（超低温冷凍庫）の配置について

ワクチン接種に向けた準備状況について
資料１2

保健所 市町村名 担当組織名

仙台市 仙台市
新型コロナウイルス
ワクチン接種推進室

仙
南

白石市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

角田市
新型コロナウイルス
ワクチン接種推進室

蔵王町
新型コロナウイルス
ワクチン接種推進室

七ヶ宿町 健康福祉課

大河原町
新型コロナウイルス
ワクチン接種プロジェク
トチーム

村田町
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

柴田町 健康推進課

川崎町 保健福祉課

丸森町
新型コロナウイルスワク
チン接種対策チーム

保健所 市町村名 担当組織名

塩
釜
・本
所

塩竃市
新型コロナワクチン接種
推進室

多賀城市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

松島町
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

七ヶ浜町
新型コロナワクチン接種・
チーム七ヶ浜

利府町
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策チーム

塩
釜
・岩
沼

名取市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

岩沼市
新型コロナウイルス
ワクチン接種推進室

亘理町
新型コロナワクチン
接種対策班

山元町
新型コロナワクチン
接種推進班

塩
釜
・黒
川

富谷市
新型コロナウイルスワクチ
ン接種特別対策チーム

大和町
新型コロナウイルス
ワクチン接種対応チーム

大郷町
新型コロナウイルス
ワクチン接種対応チーム

大衡村
新型コロナウイルスワクチ
ン接種特別対策チーム

保健所 市町村名 担当組織名

大
崎

大崎市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策チーム

色麻町 保健福祉課

加美町
新型コロナワクチン
接種対策チーム

涌谷町 健康課
美里町 健康福祉課

栗原 栗原市
新型コロナウイルス感染
症ワクチン接種対策班

石
巻

石巻市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

東松島市
新型コロナウイルス
ワクチン接種推進室

女川町 健康福祉課

登米 登米市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

気
仙
沼

気仙沼市
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

南三陸町 保健福祉課

新組織の設置…27市町村

既存組織の活用…8町

 ファイザー社製ワクチン保管用の冷凍庫は、国が調達し、自治体に配布。
 国では全国で1万台を確保。うち宮城県内自治体分として177台の配分計画を国が提示。
 県では、県内自治体分を取りまとめ、177台全てを必要として国に回答（設置箇所未定分含む）。
 現在国において調整中。今後、2月から6月にかけ、冷凍庫が設置される予定。
 国が行う医療従事者向け先行接種においても、国が独自に冷凍庫を設置（県内4箇所）





 

令和 ３年２月５ 日 

経 済 商 工 観 光 部 

 

ＧｏＴｏイートキャンペーン事業の取扱いについて 

 

ＧｏＴｏイートキャンペーン事業に係る２月８日以降の取扱いについて，下記のとおり農林水

産省あて要請することとします。 

なお，この要請の解除については，県内の感染状況の推移を見極めた上で判断することとしま

す。 

 

 ＧｏＴｏイートキャンペーン事業について，令和２年１２月２８日から令和３年２月７日ま

で要請している以下の運用を，当面の間延長するよう要請する。 

 なお，現場に混乱を招かないよう，関係事業者との調整及び飲食店・利用者への周知等に万

全を期すようお願いする。 

・ 食事券の販売を停止する。 

・ 販売された食事券及び付与されたポイントの利用を控えるよう利用者へ呼びかける。 

 

 

 

【参考：事業の概要・状況】 

 

 ・ 発行予定数量  １４０万冊 

 ・ 販 売 状 況  約６５万冊（約４６％） 

 ・ 食事券内容  １冊あたり １，０００円券×５枚＝５，０００円 

           ４，０００円で購入（プレミアム分２５％） 

 ・ 購 入 上 限  １人１回あたり購入価格２０，０００円（５冊）まで 

 ・ 販 売 期 間  令和２年１１月１６日～令和３年１月３１日 

（令和３年３月中旬まで延長予定） 

※再開後の販売期限は，農林水産省と受託事業者の協議により決定 

 ・ 利 用 期 間  令和２年１１月１６日～令和３年３月３１日 

（令和３年６月末まで延長） 

 ・ 参加飲食店  約３，９００店舗の登録あり 

 ・ 販 売 窓 口  県内約２５０か所 
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令和３年２月５日 

 

 

新型コロナウイルス感染症の発生状況及び対応状況について 

 ※下線部は 1/23時点からの変更箇所 

 

１．国内外における発生状況 

・発生状況（厚生労働省発表 R3/2/4版） 

 感染者 うち死亡者 備  考 

海外の国・地域 103,992,014 2,262,598 ・191ヵ国・地域 

日  本 396,429 6,020 
・うち,チャーター便帰国者 15名 
・うち，空港検疫 2,158名 

そ の 他 721 15 ・国際輸送案件（クルーズ船外） 

合  計 104,389,164 2,268,633  

 

２．県内の状況 

（１）患者数等 

① 確定患者･･･3,445名（R3/2/4 現在） 

② 療養者等（R3/2/4現在） 
 

退院・ 

療養解除 
死亡 

計 入院中 
宿泊 

療養中 
自宅療養中 調整中 

3,445名 77名 86名 20名 11名 3,229名 22名 

 

③ 行政検査数･･･48,777件（2/1～R3/2/4判明分） 

 

（２）クルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス号」関係 

①2/21 乗船者で新型コロナウイルス感染症患者 1名（無症状病原体保有者）を県内感染症指定

医療機関において入院を受入（60代男性 1名）。3/2退院基準を満たし退院 

 

②下船者のフォローアップ 

   新型コロナウイルス検査陰性確認後に下船した県内在住者の健康状態の観察 

2/19下船 5名 

2/20下船 2名 

2/21下船 2名 

計 9名 

 

（３）検疫所検査（R3/2/4時点） 

総計 入院中 
宿泊施設 

療養中 
自宅療養中 

退院・ 

療養解除 
死亡 調整中 

8名 0名 0名 0名 8名 0名 0名 

  ※退院・療養解除のうち１名は上記（２）①の患者。 

 

 

資料１４ 

・うち１名は，上記（１）①の確定患者 No.1。3/10退院 

・うち１名は，上記確定患者の濃厚接触者。3/14 PCR検査陰性 

・うち７名は，下船後 14日間，管轄保健所において毎日電話によ

る体調確認の後，PCR検査を実施。7名全員が陰性 
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３．ＷＨＯ（世界保健機関）及び国の対応 

（１）ＷＨＯ（世界保健機関）の対応 

 ・新型コロナウイルス関連肺炎の発生状況が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」

に該当すると発表（1/31） 

 ・新型コロナウイルス関連肺炎について「ＣＯＶＩＤ－１９」と命名（2/11） 

 ・世界的危険度（4段階）を最高レベルの「非常に高い」へ引き上げ（2/28） 

・「パンデミック（世界的な大流行）」を宣言（3/11） 

 

（２）国の対応 

 ①法令関係 

・感染症法に基づく「指定感染症」及び検疫法に基づく「検疫感染症」に指定（1/28公布・

2/7施行） 

  ・感染症法による入院措置・公費負担等の対象として無症状病原体保有者が追加（2/13閣議

決定，2/14政令施行) 

・検疫法に基づく「検疫感染症」から「準用感染症」に変更，隔離・停留を可能とする措置を

講ずる（2/13閣議決定，2/14政令施行） 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法改正（新型コロナウイルス感染症を対象に追加）

（3/14施行） 

・新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令改正（入院の勧告・措置対

象者の変更）（10/14公布・10/24施行） 

・予防接種法及び検疫法改正（新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種を予防接種法

に基づく臨時接種に位置付け，検疫法による隔離・停留措置規定の期間延長を可能とす

る）（12/9公布・12/9施行） 

・新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令改正（感染症法に基づく

「指定感染症」及び検疫法に基づく「準用感染症」としての指定期間を１年間延長）

（R3/1/7公布・R3/1/7施行） 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法等改正（まん延防止等重点措置の創設，新型コロナ

ウイルス感染症の法的位置付け等）（R3/2/3公布・R3/2/13施行） 

  

②会議開催関係 

・「新型コロナウイルス感染症対策本部」設置（1/30，3/26～特措法に基づく政府対策本部と

して運用） 

・「新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード」開催（2/7,2/10,7/14,7/30,8/6， 

8/24,9/2,9/10,9/24,10/13,10/22,10/28,11/11,11/19,11/24,12/3,12/10,12/16,12/22, 

R3/1/6,R3/1/13,R3/2/1） 

・「新型コロナウイルス感染症対策専門家会議」開催（2/16～6/19全 17回） 

 ・「新型コロナウイルス感染症対策分科会」開催（7/6,7/16,7/22,7/31,8/7,8/21,8/24,9/4, 

9/11,9/25,10/15,10/23,10/29,11/9,11/12,11/20,11/25,12/11,12/23,R3/1/5,R3/1/8,R3/

1/15,R3/2/2） 

 

③緊急事態宣言 

・7都府県（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，大阪府，兵庫県及び福岡県）を対象に特

措法に基づく緊急事態を宣言（期間：4/7～5/6）（4/7） 

・緊急事態措置を実施すべき区域を全都道府県に拡大（4/16） 

・緊急事態措置を実施すべき期間を5月31日まで延長（5/4） 

・緊急事態措置を実施すべき区域を8都道府県（北海道，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，

京都府，大阪府及び兵庫県）に変更（5/14） 
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・緊急事態措置を実施すべき区域を5道県（北海道，埼玉県，千葉県，東京都及び神奈川

県）に変更（5/21） 

・緊急事態解除宣言（5/25） 

・4都県（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県）を対象に特措法に基づく緊急事態宣言（期

間R3/1/8～2/7）（R3/1/7） 

・緊急事態措置を実施すべき区域に7府県（栃木県，岐阜県，愛知県，京都府，大阪府，兵

庫県，福岡県）に拡大（R3/1/13） 

・緊急事態措置を実施すべき期間を3月7日まで延長（栃木県は2月7日まで）（R3/2/2） 

 

④基本方針・提言関係 

・「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」決定（2/13） 

・「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」決定(2/25) 

  ・「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策（第２弾）」決定（3/10） 

・「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」決定（3/28），改正（4/7,4/11,4/16, 

5/4,5/14,5/21,5/25,R3/1/7,R3/1/13,R3/2/2） 

・「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言（新型コロナウイルス感染症対策専門家

会議）」（3/19,4/1,4/22,5/1,5/4,5/14,5/29） 

・「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」閣議決定（4/7,4/20） 

・「新型コロナウイルス感染症対策分科会提言」（今後の感染状況の変化に対応した対策の実

施に関する指標及び目安について外）（8/7,8/24,9/11,9/25,10/15,10/23,10/29,11/9, 

11/12,11/20,11/25,12/11,R3/1/5,R3/2/2） 

・「新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組」決定（8/28） 

・「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」閣議決定（12/8） 

 

⑤その他 

・厚生労働省電話相談窓口を設置（1/28 18時開設，2/7からフリーダイヤル化） 

  ・「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」発出(2/17,5/8) 

  ・「イベントの開催に関する国民の皆様へのメッセージ」発出（2/20） 

  ・「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた取組について」発出(2/21) 

    ・「社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のための留意点につい

て」発出(2/24) 

・「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等に

おける一斉臨時休業について」発出（文部科学省）（2/28） 

  ・新型コロナウイルス PCR検査の保険適用を開始（3/6） 

・新学期からの学校再開についての新たなガイドライン(文部科学省)（4/1） 

・レムデシビル製剤の承認（5/7） 

・新型コロナウイルス感染症抗原検査キット（富士レビオ社）の承認（5/13） 

・抗体保有調査の実施（東京都，大阪府，宮城県）（6/1～6/7） 

 ・PCR 検査の検体として唾液が追加（6/2） 

 ・新型コロナウイルス感染症診断薬（富士レビオ社）の承認（6/19） 

  ・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）のリリース（6/19） 

・無症状者の唾液を用いたPCR検査等の承認（7/17） 

・PCR検査（有症状者に限る）及び抗原検査の検体として鼻腔ぬぐい液が追加（10/2） 

・抗体保有調査の実施（東京都，大阪府，宮城県，愛知県，福岡県）（12/14～12/20） 

 

⑥検疫関係 

 （仙台空港関係） 
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  ・仙台空港検疫所では,サーモグラフィーによる計測を実施（36.5度以上感知の場合別室で健

康状態を確認）。健康カードを配布し感染防止対策を強化（1/25～） 

  ・国際線機内において，健康カードと質問票（湖北省など滞在歴や健康状態を確認）を配布

し対策を強化 

※現在，国際線については，全て運休中のため，上記措置は実施していない 

  （港湾関係） 

  ・仙台出入国在留管理局が旅券，滞在歴を仙台検疫所が健康状態を確認 

 

 

４.県の対応 

（１）緊急事態措置等 

  ①緊急事態措置 

  宮城県全域を対象区域として以下の措置を実施 

  緊急事態措置の内容（根拠条文） 措置の期間 

1 
外出の自粛要請 

（法第 45条第 1項） 

4月 17日から 

5月 6日まで 

2 
催物の開催自粛の要請 

（法第 24条第 9項） 

4月 17日から 

5月 6日まで 

3 
施設の使用停止及び催物の開催の停止要請等 

（法第 24条第 9項） 

4月 25日から 

5月 6日まで 

4 
商店街やスーパーマーケット等における感染拡大防止について

の協力要請（法第 24条第 9項） 

4月 24日から 

5月 6日まで 

5 
施設の使用停止要請及び要請した旨の公表 

（法第 45条第 2項及び第 4項） 

4月 29日から 

5月 6日まで 

6 
外出の自粛要請等 

（法第 24条第 9項） 

5月 7日から 

5月 14日まで 

7 
催物の開催自粛の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 7日から 

5月 14日まで 

8 
施設における感染防止対策の徹底の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 7日から 

5月 14日まで 

9 
職場における感染防止対策等に係る取組の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 7日から 

5月 14日まで 

 

②特措法第 24条第 9項に基づく協力の要請 

宮城県全域を対象区域として以下の協力の要請を実施 

  要請の内容 要請の期間 

1 
外出について（県民向け）の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 15日から 

5月 25日まで 

2 
職場における取組について（事業者向け）の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 15日から 

5月 25日まで 

3 
催物（イベント等）開催について（催物主催者向け）の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 15日から 

5月 25日まで 

4 
施設における取組について（施設管理者向け）の要請 

（法第 24条第 9項） 

5月 15日から 

5月 25日まで 

5 

接待を伴う飲食店，その他酒類の提供を行う飲食店に対する協

力要請（法第 24条第 9項） 

感染拡大予防ガイドラインを遵守していない飲食店の利用自粛

の協力要請（法第 24条第 9項） 

7月 20日から 

当面の間 
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6 
外出について（県民向け）の要請 

（法第 24条第 9項） 

令和 3年 

1月 9日から 

2月 7日まで 

 

仙台市青葉区国分町 2丁目及び同区一番町 4丁目を対象区域として以下の協力の要請を実施 

1 
接待を伴う飲食店，酒類を提供する飲食店（カラオケ店等を含

む）に対する営業時間短縮の協力要請（法第 24条第 9項） 

第 1期： 

12月 28日 

午後 10時から 

R3年 1月 12日 

午前 5時まで 

第 2期： 

R3年 1月 12日 

午後 10時から 

1月 27日 

午前 5時まで 

 

仙台市全域を対象区域として以下の協力の要請を実施 

2 
接待を伴う飲食店，酒類を提供する飲食店（カラオケ店等を含

む）に対する営業時間短縮の協力要請（法第 24条第 9項） 

第 3期： 

R3年 1月 27日 

午後 10時から 

2月 8日 

午前 5時まで 

 

③特措法に基づかない協力の要請 

     要請の内容 要請の期間（段階的緩和） 

1 外出等における感染防止対策の協力要請 ステップ 0:5月 26日から 5月 31日まで 

ステップ 1:6月 1日から 6月 18日まで 

ステップ 2：6月 19日から 7月 9日まで 

ステップ 3：7月 10日から 7月 31日まで 

移行期間後：8月 1日から 9月 18日まで 

9月 19日から 11月 30日まで 

12月 1日から 2月 28日まで 

2 職場における感染防止対策の協力要請 

3 催物（イベント等）開催制限等について 

4 施設における感染防止対策の協力要請 

 

（２）庁内情報連絡体制の整備 

①「新型コロナウイルス感染症対策本部」設置（1/27） 

②「新型コロナウイルス感染症対策本部会議」開催(1/27,2/21,2/29,3/26,4/9,4/17,4/21 

5/5,5/15,5/26,7/13,7/31,8/31,9/16,11/4,11/30,12/23,R3/1/9,R3/1/23)（3/26～は危機管

理対策本部会議と併催） 

③「新型コロナウイルス感染症対策本部幹事会」開催(1/31,4/27,6/18,11/27,12/11)  

④「情報連絡員会議」開催（1/24,1/29,2/7,2/14,2/21,2/28,3/6,3/13） 

⑤イントラネット等による情報共有（1/16～） 

⑥「新型コロナウイルス感染症対策本部地方対策本部」設置（2/21），会議の開催（2/25～） 

 

（３）対応方針 

 ・「宮城県新型コロナウイルス感染症対応方針」を決定（7/13） 

 

（４）外部有識者との連携 

・新型コロナウイルス感染症対策アドバイザーチーム会議（1/29,3/27,5/21,6/5,7/16,7/22 
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7/31,9/16,10/29） 

 

（５）県民等への周知・相談体制の整備 

①新型コロナウイルス感染症に関する健康相談窓口（コールセンター）の開設（2/4～） 

 「受診・相談センター」に名称を変更（11/5） 

 電話番号：０２２－２１１－３８８３ 

     ０２２－２１１－２８８２  ※回線数を段階的に拡充（4/1，4/4，4/5） 

※多言語対応開始（5/18～） 

  相談件数 102,086件（R3/2/4対応分まで延べ相談件数） 

②記者会見や県ホームページ等での周知・注意喚起 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する県民の皆様への緊急メッセージ（4/3） 

・宮城県医師会長，東北大学病院長，東北医科薬科大学特任教授と知事の共同記者会見（4/9） 

・新型コロナウイルス感染症に対応する医療従事者や療養中の患者及びその家族に対する風

評被害根絶に向けた知事メッセージ（4/13） 

・東北・新潟緊急共同宣言（知事と仙台市長の共同記者会見）（4/24） 

・東北・新潟共同メッセージ（知事と仙台市長の共同記者会見）（5/8） 

・過去最多の患者発生を受けて知事から県民の皆様への緊急の呼びかけ（7/16） 

・知事と仙台市長からの緊急メッセージ（共同記者会見）（7/17） 

・お盆休みにおける帰省等に関する知事から県民の皆様へのお願い（8/6） 

・知事と仙台市長からの共同メッセージ（9/10） 

・知事，仙台市長，宮城県医師会長，仙台市医師会長による緊急共同記者会見（9/13） 

・仙台市及び 2 市 2 町（塩竈市，多賀城市，七ヶ浜町，利府町）緊急要請（接待を伴う飲食

店・酒類提供飲食店への協力要請及び県民への要請）（9/16） 

・新型コロナウイルス感染症宮城県緊急警報の発表（9/19～9/22）（9/18） 

・催物の主催者が存在しない季節の行事における感染防止等の徹底のお願い（10/27） 

・新型コロナウイルス感染症宮城県緊急警報の発表（11/9） 

・知事から県民の皆さんへの呼びかけ（11/16） 

・宮城県新型コロナ危機宣言（知事，仙台市長，宮城県医師会長，仙台市医師会長）（12/16） 

・宮城県知事及び仙台市長による共同記者会見（12/23） 

・宮城県知事，仙台市長，宮城県医師会長，仙台市医師会長，東北大学病院長による共同記

者会見（R3/1/9） 

・「ストップ！コロナ差別」共同宣言（行政，医療，福祉，経済，学校関係など 28団体） 

（R3/1/13） 

③県民向けチラシ作成（日本語・中国語・英語版・韓国語） 

④緊急事態宣言相談ダイヤルの開設（4/18～5/29） 

相談件数 8,851件（5/29対応分まで延べ相談件数） 

 ⑤みやぎ新型コロナ人権相談ダイヤルの開設（10/12～） 

⑥時短要請相談窓口（コールセンター）の開設（12/23～） 

⑦若い世代に向けた SNS等での情報発信（R3/1/18～） 

 

（６）医療体制の確保 

・県内感染症指定医療機関及び入院協力医療機関 237床（R3/2/2現在確保病床） 

・帰国者・接触者外来(42カ所) 

  ※仙台市内においてドライブスルー方式による「帰国者・接触者外来」の実施（4/21～） 

・帰国者・接触者相談センター（7保健所 2支所） 

※仙台市も帰国者・接触者相談センターを設置 

・宮城県感染症ネットワーク会議（行政及び感染症指定医療機関等）（2/6） 
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・新型コロナウイルス感染症対策（医療機関向け）セミナーの開催（2/6） 

・県内の一般診療体制に係る打合せ（県及び仙台市医師会・仙台市・宮城県・宮城県感染症対

策委員会委員長）(2/25) 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る県内病院長等会議（3/31,5/29,11/17,12/10, 

R3/1/13,2/3）(入院受入に係る WEB会議 8/6,8/25） 

・新型コロナウイルス感染症対策宮城県調整本部（仮称）の設置に係る関係者打合せ（4/6） 

・新型コロナウイルス感染症対策宮城県調整本部の設置（4/9） 

・新型コロナウイルス感染症対策宮城県調整本部「患者搬送コーディネーター」会議（4/10, 

4/15） 

 ・宮城県救急医療情報システムで毎日の入院受入可能病床を一元的に把握（4/15～） 

  ・新型コロナウイルス感染症対策宮城県調整本部 WEB会議（4/21,4/23,4/30,7/10,7/16,10/30） 

・軽症者の宿泊療養施設への受入（4/16～） 

・宿泊療養施設の軽症者を対象とした「こころの相談電話専用ダイヤル」を仙台市と設置。宿

泊療養施設従業員，支援に従事した自治体職員の相談にも対応 （4/16～） 

・「みやぎアラート」の運用（7/13～11/4） 

・一般社団法人日本旅行業協会東北支部と「新型コロナウイルス感染症の軽症者等受入れ施設

の提供に関する協定」を締結（8/4～） 

・地域外来・検査センター（4か所）（栗原圏域 10/5～，大崎圏域 10/12～，亘理郡 12/7～， 

石巻圏域 12/24～） 

・診療・検査医療機関の指定（10/1～） 県内 539医療機関（R3/1/28現在） 

・新型コロナ総合調整チームの設置（11/9） 

 ・宮城県新型コロナウイルス感染症医療調整本部の設置（12/10) 

 

（７）検査体制の整備 

 ・保健環境センターにおけるウイルス検査の実施(1/30 19時～) 

 ※仙台市衛生研究所においても検査を実施 

・宮城県医師会健康センターにおける検査の実施（3/11～） 

・PCR検査の保険適用に伴う医療機関向け説明会開催（3/10） 

・宮城県 PCR検査等調整会議開催（3/27,7/9） 

・県内における PCR検査可能件数 400件/日（最大） 

 

（８）県内の医療資材の供給支援 

・医療資機材調整チームの設置（4/20） 

・「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う医療資機材提供のお願いについて」を広報（4/23） 

・「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う医療機関・社会福祉施設に対する衛生物資供給支援に

ついて」を広報（4/27） 

・【緊急支援第一弾】医療機関及び社会福祉施設にマスク等の衛生物資の供給支援を実施(5/1) 

・【緊急支援第二弾】医療機関及び社会福祉施設にマスク等の衛生物資供給支援を実施(5/15～) 

  マスク：400万枚，ガウン：月 5万枚，フェイスシールド：週 3千枚 

・県内医療機関及び社会福祉施設等への物資供給実績（主なもの）(12/28現在) 

  マスク：約 1,300万枚，医療用マスク：約 40万枚，フェイスシールド：約 70万枚 

  ガウン：約 190万枚，検査用手袋：約 1,090万枚 

 ・第二波等に備えてマスク等の衛生物資を備蓄（6月～） 

    マスク：約 1,000万枚，医療用マスク：約 10万枚など， 

 

（９）国への要望等 

 ・新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急提言（全国知事会）（2/5） 
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・新型コロナウイルス対策に関する緊急要望（全国衛生部長会）（2/5） 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の抑制に向けた緊急提言（全国知事会）(2/21) 

・新型コロナウイルス感染症対策のための学校の一斉休業等に関する地域経済対策の実施に向

けた緊急提言（全国知事会）（3/5） 

・新型コロナウイルス感染症対策の医療体制等に関する緊急提言（全国知事会）（3/5） 

・新型コロナウイルス感染症対策のための学校の臨時休業等に関する教育及び放課後児童クラ

ブ等に係る緊急提言（全国知事会）（3/5） 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正に関する緊急提言（全国知事会）（3/5） 

・新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急提言（全国知事会）（3/18） 

・改正新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行に係る緊急提言（全国知事会）（3/18） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る学校の一斉臨時休業等に関する緊急要望（全国知事会） 

（3/18） 

・「新型コロナウイルス感染症に伴う大胆な地域経済対策の実施について」要請活動（全国知事 

会）（3/24） 

 ・新型コロナウイルス感染症の医療提供体制等の整備に係る緊急提言（全国知事会）（3/25） 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた今後の経済対策の策定等に向けた緊急要請（全

国知事会）（3/30） 

・「緊急事態宣言」を受けての緊急提言（全国知事会）（4/8）               

・全国を対象とした「緊急事態宣言」の発令を受けての緊急提言（4/17） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急提言（全国知事会）（4/23，4/30） 

・緊急事態宣言の期間延長を受けて（提言）（全国知事会）（5/5）   

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急提言（全国知事会）（5/13） 

・雇用調整助成金等に係る緊急提言（全国知事会）（5/13） 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の「飛躍的増額」に向けた緊急提言 

（全国知事会）（5/20） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急提言（全国知事会）（5/22） 

・新型コロナウイルス感染症に伴う更なる地域経済対策に向けた緊急提言（全国知事会）(5/25) 

・新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急申し入れ（全国知事会）(5/28) 

・地方税財源の確保・充実等に関する提言ほか（全国知事会）（6/4） 

・「GoToキャンペーン」の実効性ある取組に向けた緊急提言（全国知事会）（6/29） 

・知事による関係省庁等への新型コロナウイルス感染症に関する要望活動（宮城県）（7/1,7/2）  

・「GoToトラベル事業」の実施に係る緊急提言（全国知事会）(7/10) 

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急提言（全国知事会）(7/19)   

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急提言（全国知事会）(8/8)  

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた地域経済の活性化に向けた緊急提言（全国知

事会）(9/11)  

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急提言（全国知事会）(9/26) 

・新型コロナウイルス感染症対策の充実・強化に関する決議（北海道東北地方知事会）(10/29)   

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急提言ほか（全国知事会）(11/5)   

・新型コロナウイルスの感染拡大を受けた緊急提言（全国知事会）(11/23)  

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う大学受験等の機会の確保に関する緊急提言（全国知

事会）（12/18） 

・新型コロナウイルスの感染拡大を受けた緊急提言（全国知事会）(12/20) 

・新型インフルエンザ等緊急事態宣言を受けた緊急提言（全国知事会）（R3/1/9）  

・コロナ禍における中小事業者の経営支援に関する緊急提言（宮城県ほか 12道県）(1/19） 

・緊急事態宣言の再発令等に伴う事業者への支援に関する緊急提言（全国知事会）（1/26）   等 
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（10）まん延防止 

 ・「新型コロナウイルス感染症に伴う県主催イベント・会議等の考え方について」決定（2/27）

一部改正（2/29,3/30,5/5,5/15,5/26,7/31,8/31,9/16,11/30）  

・厚生労働省クラスター対策班派遣（4/2～） 

・厚生労働省クラスター対策班担当者との会議（4/2,4/8,4/10.4/17,4/24,5/11,9/11,9/14, 

10/13,10/19,12/21） 

・厚生労働省クラスター対策班担当者による保健所職員向け研修会（4/28） 

・外出自粛に伴う県施設の体制についての基本方針（4/9） 

・使用制限対象施設の整理（4/9） 

・保健所（支所）担当者会議（1/31,4/24(WEB会議)） 

・県施設の運営再開についての基本方針（5/15更新） 

 ・新型コロナウイルス感染症拡大防止のための県民への情報提供（呼びかけ）基準について仙 

台市と共同運用開始（7/27～） 

・宮城県感染制御チームの派遣等（9/17,9/18,10/13,10/14,11/3,11/21,12/15） 

 

（11）各部局等における対応等 

＜総務部＞ 

・関係機関（消防本部(局)，ＬＰガス協会，宮城大学，私立学校等）への周知（随時） 

・県庁行政庁舎出入口に手指消毒薬設置，各合庁管理者に情報提供及び各合庁の対応確認 

 （1/31） 

・ラジオ（TBC，FM仙台，コミュニティーFM），新聞（河北，中央４紙）による相談窓口等に関

する県民向け広報の実施（2/14～） 

・県政だよりでの相談・支援窓口等に関する県民向け広報の実施（5/1,7/1,9/1,11/1,R3/1/1発

行） 

・職場における新型コロナウイルス感染症の予防について各所属長宛て文書通知（2/19,2/28, 

4/8,4/16,11/11） 

・職員の時差勤務制度の積極的活用の周知（2/27） 

・新型コロナウイルス感染症に係る臨時休業について通知（各私立学校）（2/28） 

・新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての幼稚園の対応について

通知（各私立幼稚園）（2/28） 

・新型コロナウイルス感染症に関連した特別休暇の取扱いについて通知(2/28,3/10,3/24,4/2) 

・新型コロナウイルス感染症対応業務に係る週休日の振替期間の延長について通知（3/24） 

・新型コロナウイルス感染症に係る使手数料の返還措置等について各部局長宛て通知（3/3，

3/25,4/20,6/25,7/27,8/31,11/13） 

・人事異動等に伴う職員の健康確認等の実施について通知（4/2） 

・PCR検査のための検体採取等の支援について自衛隊に災害派遣(①4/4～6，②4/13～15， 

③4/20～5/1)を要請（①4/3，②4/12，③4/20） 

・感染が疑われる職員が発生した場合の対応等について通知（4/7） 

・休憩時間の変更について通知〔11:30～，12:30～を追加〕（4/7） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業について通知（各私立学校）（4/7） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業に関連しての幼稚園の対応について通

知（各私立幼稚園）（4/7） 

・新型コロナウイルス感染症発生時における県庁業務継続のための対応等について通知（4/7） 

・公務研修所での研修を中止。ただし，新任職員研修は，５月中旬に各所属で実施（4/9） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業の延長について通知（各私立学校）

（4/13） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業の延長に関連しての幼稚園の対応につ
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いて通知（各私立幼稚園）（4/13） 

・感染が疑われる職員に自宅待機を命じた場合の職務専念義務の特例について通知（4/14） 

・正しい手洗いの方法に関するリーフレットを各階給湯室及びトイレに掲示（4/15） 

・新型コロナウイルス感染症への感染が疑われる職員が発生した場合の消毒について通知

（4/17） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた WEB会議の実施について通知（4/17） 

・新型コロナウイルス感染症の感染リスク低減に向けた勤務時間等の柔軟な運用について通知

（4/20） 

・新型コロナウイルス感染症拡大状況における県庁業務継続について管理者メルマガで周知 

 （4/20） 

・県庁見学の受入停止（4/20～9/1） 

・県政広報展示室（県庁 18階）の一部利用を再開し，アルコール消毒液設置，注意喚起掲示 

（6/1～） 

・特別定額給付金事業の実施について，市町村宛て周知（4/20） 

・特別定額給付金事業の円滑な実施に向けて，市町村課内に「特別定額給付金支援チーム」を

設置（4/20） 

・特別定額給付金事業に係るホームページを立上げ（4/23） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた在宅勤務の実施について通知（4/28） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けたサテライトオフィス勤務の実施について通知

（4/28） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業の延長等について通知（各私立学校）

（4/30） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業の延長等に関連しての幼稚園の対応に

ついて通知（各私立幼稚園）（4/30） 

・県税の猶予制度の特例について周知(5/1) 

・新型コロナウイルス感染症対策に対する寄附金の受付開始（5/1～） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業の延長等について通知（各私立学校）

（5/7） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業の延長等に関連しての幼稚園の対応に

ついて通知（各私立幼稚園）（5/7） 

・令和 2年度当初予算の執行の見直しについて通知（5/8） 

・金融機関窓口以外での県税の納付について周知(5/11) 

・学校再開に向けた対応等について通知（各私立学校）(5/18) 

・自動車税種別割の徴収猶予特例の申請期限の周知（6/5） 

 ・新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営ガイドラインの策定（6/30） 

・新型コロナウイルス感染症対策として県有施設を利用制限する場合における使用料減免措置

について各部局長宛て通知（7/1） 

・新型コロナウイルス感染症対応に係る手数料免除（病院・診療所の開設、構造設備（病床等）

の使用許可、衛生検査所（PCR検査所等）の登録等）に関する手数料条例施行規則の一部改正

(9/23公布) 

・県税の猶予制度ホームページへのＱＲコードを滞納整理強化月間ポスターに掲載（11/1） 

・年末年始の新型コロナウイルス感染症への対応について各所属長宛て通知（12/16） 

・県税の徴収猶予特例の終了に伴う現行の徴収猶予制度について周知(2/2) 

 

＜震災復興・企画部＞ 

・関係機関（東北電力(株)，県内ガス事業者，県内交通事業者等）への周知（随時） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る市町村長会議（WEB会議）（4/10，4/22） 
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・外出自粛要請前後における人口変動の分析（4/21～8/31） 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の実施計画策定に係る市町村支援（5/1～） 

・店舗等における感染拡大防止の取組を支援するアプリの提供（5/25～） 

・新型コロナウイルス感染症の影響による移動自粛等で経営に大きな影響が生じている乗合バ

ス事業者，タクシー事業者，自動車運転代行業者へ交付する「定時定路線・生活維持支援金」

の申請受付実施（8/7～9/11） 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時基金条例の制定及び同基金の造成（10/29） 

 

＜環境生活部＞ 

・関係機関（宿泊事業者，感染性廃棄物取扱事業者，県内水道事業者等）への周知（随時） 

・県ホームページで新型コロナウイルス感染症に便乗した悪質商法について注意喚起（3/2） 

・県ホームページで国民生活安定緊急措置法に基づくマスクの転売規制について注意喚起 

(3/11) 

 ・県ホームページで「新型コロナウイルスの感染拡大に係るＮＰＯ法人の運営等について」の

情報を掲載(4/13) 

 ・インターネットカフェ等への休業要請に伴う代替施設としての宿泊施設の提供を事業者や関

係団体に協力要請及び県ホームページで募集（4/21～5/1），県ホームページで協力宿泊施設

一覧を掲載し紹介（4/22～5/6） 

 ・県ホームページで特別定額給付金に関連した特殊詐欺等について注意喚起（4/23,6/10） ・

新型コロナ感染症対策に係る緊急事態宣言の期間延長に伴う意見交換会（5/8） 

・県ホームページで「新しい生活様式」に基づく消費行動について注意喚起（5/15） 

 ・県ホームページで国民生活安定緊急措置法に基づくアルコール消毒製品の転売規制について

注意喚起（5/25） 

・ライブハウス関係者との意見交換会（6/10） 

・活動の自粛を余儀なくされた文化芸術活動の再開・継続を支援する「みやぎ文化芸術応援事

業（トモシビ・プロジェクト）」の実施（7/8～） 

・知事によるライブハウス対応状況確認（7/9） 

・県フェイスブックで新型コロナウイルス感染症に便乗した悪質商法について注意喚起(7/16) 

・飲食店等におけるクラスター発生防止のための総合的取組に関連し，建築物衛生法や食品衛

生法による立入等を実施（7/31～） 

・「感染防止対策実施中ポスター」（飲食店用）の Web配信開始（8/3） 

・活動の自粛を余儀なくされた県内のＮＰＯ等を支援する「ＮＰＯ等における専門家相談支援

事業助成金」の受付開始（8/4～2/8） 

・「感染防止対策実施中ポスター」の対象業種拡大（一般小売店，サービス業等を追加）（8/17） 

・県ホームページで国民生活安定緊急措置法に基づくマスク及びアルコール消毒製品の転売規

制解除について周知（8/25） 

・「感染防止対策実施中ポスター」の対象拡大（イベント向けを追加）（8/31） 

・県ホームページ，フェイスブックで持続化給付金の不正受給の勧誘について注意喚起（10/2） 

・県ホームページ，フェイスブックで特別定額給付金に関した偽メールについて注意喚起

（10/16） 

・カラオケ施設でのクラスター発生を受け，業界団体に対して改めて新型コロナウイルス感染

症対策の徹底について依頼（11/9） 

・音楽コンサートや演劇公演の有料配信を行う活動を支援する「芸術銀河・動画配信スタート

アップ支援事業（トモシビ＋（プラス））」の実施（R3/1/4～） 

・営業時間短縮の協力要請の延長にかかる意見交換会（R3/1/13） 

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び営業時間短縮の協力要請等にかかる街頭呼びかけ

（R3/1/15，1/29） 
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・県消費生活センターで電子申請による消費生活相談の受付を開始（R3/1/18） 

 

＜保健福祉部＞ 

・関係機関（市町村，保健福祉事務所・保健所，社会福祉施設等）への周知(随時) 

・仙台市（保健所設置）及び県医師会との連携 

・保健所の感染対策体制の確認（1/31） 

・新型コロナウイルス感染症に関するメディア向けセミナーの開催（2/3，2/12） 

・診療体制確保のため，県・市町村の備蓄マスクについて県医師会を通じた一般診療所等への

配付を決定（2/12）。順次配布（2/12～） 

・「新型コロナウイルス感染症拡大防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後児童クラ

ブの対応について」発出（2/28） 

・県内初の感染者の確認を受け，福祉施設等における感染対策の徹底について，改めて周知 

（2/29） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事

業所等の対応について通知（3/2，4/7，4/13） 

・社会福祉施設等への衛生用品（マスク・消毒液）の配布（随時） 

・緊急小口資金等の特例貸付の実施について関係機関へ周知（3/10） 

・生活福祉資金（緊急小口資金等特例貸付）について，宮城県社会福祉協議会が市町村社会福

祉協議会を窓口として，申請の受付を開始（3/25）労働金庫を取次窓口に追加(4/30) 郵便局

（一部）を受付窓口に追加(5/28) 労働金庫，郵便局での受付が終了（9/30） 

 ・傷病手当金（国民健康保険，後期高齢者医療）の財政支援等の市町村等への周知（3/10） 

 ・LINE公式アカウント「宮城県-新型コロナ対策パーソナルサポート」開始（3/30） 

・新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る国民健康保険料

（税）の減免に対する財政支援等の市町村等への周知（4/8，5/7） 

・新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少したこと等による介護保険の第一号保険

料の減免に対する財政支援について各市町村へ周知（4/9，5/12） 

・新型コロナウイルス感染症対策に関する北海道東北地方知事会構成道県と厚生労働省の意見

交換会（4/14） 

・「新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた学校の臨時休業に関連しての放課後児童クラ

ブの対応について」発出(4/13） 

・「保育所等における新型コロナウイルスへの対応について」発出(4/11,4/13） 

 ・住居確保給付金に係る支給対象が拡大されたことによる申請の受付が，生活困窮自立相談窓

口で開始(4/20) 

 ・保育所・放課後児童クラブ等の対応について，利用自粛の協力等を求める知事メッセージ公

表（4/21） 

 ・「緊急事態宣言後の放課後児童クラブの対応について」発出（4/21） 

 ・「緊急事態宣言後の保育所等の対応について」発出（4/21） 

・トヨタ自動車東日本株式会社から支援車両の無償借受(4/24,5/1,5/22)  

 ・東北大学と富士通株式会社が共同開発した健康観察システム「新型コロナウイルス感染症対 

策支援チャットサービス」の利用開始(4/24) 

 ・保健福祉部長・保健福祉事務所長等 WEB会議の開催（4/30） 

 ・「緊急事態宣言の期間延長に伴う保育所・放課後児童クラブの対応について」発出（5/7） 

  ・国民健康保険税を含む地方税について緊急経済対策における税制上の措置（徴収猶予の特例

制度等）に関して市町村等に周知（5/8） 

 ・助産師による妊産婦電話相談窓口の開設（7/1～） 

・「保育所等における新型コロナウイルスへの対応について」発出（7/15） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る医療機関，高齢者福祉事業所，障害福祉施設等への慰
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労金・支援金の申請受付開始（7/22） 

・介護事業所を対象とした感染症対策に関する研修会の開催（7/30～各圏域で実施） 

・障害福祉施設の新型コロナウイルス感染症対策相談窓口の設置（8/19～） 

 ・傷病手当金（国民健康保険，後期高齢者医療）の支給に対する財政支援の適用期間の延長 

（令和２年 12月 31日まで）について市町村へ周知（8/19） 

・「放課後児童クラブにおける新型コロナウイルスへの対応について」発出（10/16） 

・保育施設等の新型コロナウイルス感染症対策相談窓口の設置（11/4～） 

・新型コロナウイルス感染予防の徹底について，高齢者福祉施設・介護保険事業所管理者へ周

知（11/20） 

・高齢者施設等への重点的な検査の徹底について，各介護・高齢者サービス事業所等管理者へ

周知（11/20） 

・新型コロナウイルス感染症対策の徹底について，障害福祉サービス事業所等運営法人へ周知

（11/20） 

・傷病手当金（国民健康保険，後期高齢者医療）の支給に対する財政支援の適用期間の延長 

（令和 3年 3月 31日まで）について市町村へ周知（11/18） 

・新型コロナウイルス感染症に係る診療・検査医療機関の受診時における被保険者資格証明書

の取扱いについて市町村へ通知（12/2） 

・高齢者施設等への重点的な検査の徹底に関する関係団体の相談窓口について，障害福祉サー

ビス事業所等運営法人へ周知(12/7) 

・退院患者の介護施設における適切な受入等について，高齢者福祉施設・介護保険事業所管理

者へ周知（R3/1/5） 

・診療・検査医療機関感染者等発生時経営支援補助金の受付開始（R3/1/8） 

・新型コロナウイルス感染症に係る退院基準及び退院後の円滑な受け入れについて，障害福祉

サービス事業所等運営法人へ周知（R3/1/13） 

・仙台市内を含む県内自宅療養者等への「パルスオキシメーター」の配布を開始（R3/1/15） 

・「放課後児童クラブにおける新型コロナウイルスへの対応について」発出（R1/1/28） 

・仙台市内を除く県内自宅療養者等への「生活支援品」の配布を開始（R3/1/30） 

 

＜経済商工観光部＞ 

・関係機関（みやぎ工業会，商工会連合会，関係企業・団体等）への周知（随時） 

・大連事務所等を通じた情報収集 

・外国人への情報発信，相談体制の整備 

・県大連事務所の職員 2名の帰国（2/8） 

・中小企業等向け経営相談窓口の設置（2/18） 

・金融機関に対して，中小企業者への柔軟な対応について依頼（2/25） 

・県内経済団体（県商工会連合会，県中小企業団体中央会，県商工会議所連合会，県経営者協

会，県中小企業家同好会）へ新型コロナウイルス感染防止に資する労働環境の整備に係る緊

急要請を実施（2/26） 

・県内経済団体等へ，新型コロナウイルス感染症に係る予防・まん延防止風邪症状がある従業

員及び小・中学校等の臨時休業により影響を受ける子どもを持つ従業員が休みやすい職場環

境の整備やテレワーク，時差通勤の活用等について会員事業者及びその従業員等の関係者に

対して周知するよう依頼（2/29） 

・売上げの減少などの影響を受けた中小企業者に対し，県制度融資（「セーフティネット資金（保

証４号・５号）」・「災害復旧対策資金」）により，円滑な資金調達を支援（3/2～） 

・県制度融資に係るセーフティネット保証５号の対象業種の拡大（152業種→192業種）(3/6) 

・県ソウル事務所の職員 1名の帰国（3/8） 

・県内企業に向け，感染防止のための取組促進を目的に，「新型コロナウイルス対応」のための 
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職場で役立つＷＥＢセミナーを公開（3/13）し，採用活動に関する内容を追加公開（4/3） 

・県制度融資「危機関連対策資金」の取扱いを開始（3/13） 

・県制度融資に係るセーフティネット保証５号の対象業種の拡大（192業種→508業種）(3/13) 

・グループ補助金における高度化スキーム貸付の償還猶予について，柔軟に対応（随時） 

・県制度融資（「セーフティネット資金（保証４号・５号）」及び「危機関連対策資金」利率の引

き下げ（3/18）と保証料の引き下げ（3/23）を開始 

・県制度融資に係るセーフティネット保証５号の対象業種の拡大（508業種→587業種）(3/23) 

・市町村，県内経済団体（商工会，商工会議所等），県制度融資取扱金融機関を対象とした「金

融・雇用対策説明会」の開催（3/26） 

・県制度融資に係るセーフティネット保証５号の対象業種の拡大（587業種→738業種）(4/10) 

 ・県地方振興事務所・地域事務所を対象とした「新型コロナウイルス感染症に関する金融制度

説明会」の開催（4/15） 

・駐仙台大韓民国総領事館から，Ｎ95マスク 100枚，化学防護服 50着の提供（4/17） 

・友好県省の中国吉林省に対し，大連事務所を通して医療用資材の支援を要請（4/2）し，同省

から一般用マスク 3万枚が到着（4/23） 

・台湾の経済団体「中華民国工商協進会」黄茂雄名誉会長（中華民国東亜経済協会理事長，東

元集団会長も務められている）から医療用マスク１万枚が到着(5/1) 

・大連市政府から一般用マスク 2万枚が到着（5/14） 

・県制度融資取扱金融機関，市町村，県内経済団体（商工会，商工会議所等）を対象とした「新

型コロナウイルス感染症緊急経済対策説明会」の開催（4/27～4/28） 

・松島公園内（浪打浜公園）の遊具の利用休止（4/21～5/20） 

・松島公園駐車場の閉鎖による利用休止（4/29～5/6）※松島町町営駐車場の閉鎖と併せて実施 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金に関する市町村担当者会議を開催（4/28）し，市

町村の担当窓口等を取りまとめて県ホームページに掲載（5/1），県内市町村で順次申請受付

（5/7～）・支給（5/12～）開始・全市町村受付終了（8/31） 

・実質無利子・無担保の「新型コロナウイルス感染症対応資金」の取扱いを開始（5/1） 

・県制度融資に係るセーフティネット保証５号の対象業種を一部例外業種を除く全業種に拡大

(5/1～) 

・県立高等技術専門校及び障害者職業能力開発校を 4月 10日から 14日まで臨時休業(4/6)，同

臨時休業期間を 5 月 6日まで延長(4/14)，同 5 月 10 日まで延長(4/30)，同 5 月 31 日まで延

長(5/7) 

・緊急事態宣言の解除を受け，感染拡大防止を図りながら，県立高等技術専門校は 5月 18日か

ら再開，障害者職業能力開発校は 5月 26日から再開(5/15,5/26) 

・全国一律に行われている前期技能検定試験の中止(5/22) 

・県と東北労働金庫が提携し，中小企業勤労者向け「新型コロナウイルス対応生活応援緊急融

資制度」を創設し，東北ろうきん県内各支店で融資受付開始（5/25～） 

・県内の商店街等の集客回復につながる取組や感染症対策に要する経費を補助する「商店街ス

タンドアップ支援事業」の受付実施（6/3～10/9） 

・雇用調整助成金等の上乗せ補助となる「宮城県雇用維持交付金」の申請受付開始（6/17） 

・新型コロナウイルス感染症の影響により経営がひっ迫している事業者の支援について，市町

村の担当者を参集し，検討会議を開催（6/12）。その結果を踏まえ，市町村の事業者支援の取

組を総合的に支援するために，「新型コロナウイルス感染症対応事業者支援市町村補助金」を

立ち上げ（7/27） 

・実質無利子・無担保の「新型コロナウイルス感染症対応資金」の融資上限額を 3 千万円から

4千万円に引き上げ（6/15～） 

・中小企業等の販路開拓・感染防止対策等を支援する「中小企業等再起支援事業」の受付実施

（6/22～7/8） 



- 15 - 

 

・「安心な観光地づくり推進事業」による一定基準を満たした宿泊施設へステッカー等を配布し

新型コロナウイルス感染症対策の取組を見える化（6/22～） 

・「観光・宿泊・飲食事業者クラウドファンディング活用促進事業」によるクラウドファンディ

ング支援者募集（6/30～7/30） 

・「観光宿泊プラン造成支援事業」による宮城県内在住者を対象とした県内で宿泊を伴う旅行を

する場合の宿泊費１泊最大 5,000円割引となる「せんだい・みやぎ 絆の宿キャンペーン」を

実施（7/7～8/31） 

・県内の観光客数の回復を図るため各観光団体等が実施する集客回復につながる取組や感染症

対策に要する経費を補助する「観光事業者スタンドアップ支援事業」の実施（7/9～） 

・県内バス事業者が運行するバスを活用した県内日帰りツアーの造成支援として旅行業者に対

するバス運行費用等を補助する「日帰りバスツアー特別支援事業」の実施（7/9～） 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響による失業者を雇用した事業者へ交付する「正社員雇用奨 

励金」の申請受付開始（7/15～） 

・中小企業等の販路開拓・感染防止対策等を支援する「中小企業等再起支援事業」の追加受付

実施（8/3～8/6） 

・「安心な観光地づくり推進事業」による一定基準を満たした観光施設へステッカー等を配布し

新型コロナウイルス感染症対策の取組を見える化（8/3～） 

・株式会社アスコエパートナーズの協力により「宮城県新型コロナウイルス感染症対策支援ナ

ビ」を公開（8/3～） 

・高校生の向けの合同企業説明会について，新型コロナイルス感染症感染防止を目的に，例年

の集合形式では開催せず，特設のウェブページを作成（8/4～3/31） 

・「小規模宿泊事業者支援事業」による東北 6県及び新潟県在住者を対象とした県内の小規模な

宿泊施設の宿泊商品が 1泊最大 5,000円割引となる「仙台・宮城すずめのお宿キャンペーン」

を実施（9/1～R3/1/31） 

・企業のテレワーク導入を促進するための「テレワーク導入促進事業」を実施（9/9～） 

・再就職に向けた若者応援ＷＥＢセミナーを開催(9/14～25,10/14～23) 

・就職活動に大きな影響が出ている新規大卒生等を対象としたＷＥＢ合同企業説明会を開催

（10/27～30,11/4～6） 

・「みやぎ観光回復戦略」策定（11/2） 

・「観光宿泊プラン造成支援事業」による東北 6県及び新潟県在住者を対象とした県内で宿泊を

伴う旅行をする場合の宿泊費１泊最大 5,000 円割引（8 名以上の団体旅行の場合は宿泊費１

泊最大 5,500円割引）となる「せんだい・みやぎ 絆の宿キャンペーン」第 2弾を実施（11/13

～R3/1/31） 

・「せんだい・みやぎ 絆の宿キャンペーン」第 2 弾における団体需要喚起のための 8 名以上の

団体旅行宿泊費１泊 500 円割引加算について社会情勢を考慮し当分の間一時停止（11/25～

R3/1/31） 

・県内派遣元事業主に対し，派遣労働者の雇用維持等について要請（11/30） 

・県内経済団体（県商工会連合会，県中小企業団体中央会，県商工会議所連合会，県経営者協

会，県中小企業家同友会）に対し，新卒者等の採用維持・促進に向けた配慮について要請（12/4） 

・新たな生活様式への適応やデジタル変革を通じて新たな宿泊需要を創出するためビジネスモ

デルの転換等に要する施設改修等を補助する「宿泊施設ビジネスモデル転換支援事業」の実

施（12/18～） 

・「仙台・宮城すずめのお宿キャンペーン」及び「せんだい・みやぎ 絆の宿キャンペーン」第 2

弾について年末年始の国の GoTo トラベル事業の停止に合わせ予約・宿泊割引を一時停止

（12/28～R3/1/11） 

・「仙台・宮城すずめのお宿キャンペーン」及び「せんだい・みやぎ 絆の宿キャンペーン」第 2

弾について国の GoToトラベル事業の停止延長に合わせ予約・宿泊割引を一時停止措置等継続
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（R3/1/12～R3/1/31） 

 ・宿泊施設を中心とする観光施設における新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「観光

安心通信」を月２回発行（R3/1/15～） 

・仙台市内の一部地域に対する営業時間短縮の協力要請（12/28～R3/1/12）に伴い，1店舗あた

り 60万円の協力金の支給を決定（12/23）。R3/1/12から仙台市で申請受付開始。 

・仙台市内の一部地域に対する営業時間短縮の協力要請の延長（R3/1/12～R3/1/27）に伴い，1

店舗あたり 60 万円の協力金の追加支給を決定（R3/1/9）。1/27 から仙台市で申請受付開始。 

・仙台市全域へ区域を拡大した営業時間短縮の協力要請の再延長（R3/1/27～R3/2/8）に伴い，

１店舗あたり 48万円の協力金の支給を決定（R3/1/23）。要請期間終了後に仙台市で申請受付

を開始する予定。 

・県内派遣元事業主に対し，派遣労働者の雇用維持等について要請（R3/1/22） 

・実質無利子・無担保の「新型コロナウイルス感染症対応資金」の融資上限額を 4 千万円から

6千万円に引き上げ（R3/2/1～） 

 

＜農政部＞ 

 ・関係機関(ＪＡほか，関係団体等)への周知（随時） 

 ・特定家畜伝染病防疫対策衛生資材（防護服・N95マスク等）の提供について保健福祉部と調整

（2/7） 

・食料流通の状況，学校給食停止による影響等を関係団体から情報収集（随時） 

・県主催イベント開催の中止，延期や縮小の対応。開催する場合も感染予防対策を実施(2/21～

随時) 

・「宮城県産の農畜産物の消費拡大」に係る情報についてホームページへ掲載(3/5) 

・工事現場等で患者発生時の連絡体制を構築（3/5～） 

・工事又は業務の一部中止の申出があった場合の連絡体制を構築（3/2～） 

 ・食品産業事業者の従業員に新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関

する基本的なガイドライン（農林水産省通知）について関係機関（ＪＡほか，関係団体等）

へ周知（3/18） 

 ・農業における新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的な

ガイドライン（農林水産省通知）について関係機関（ＪＡほか，関係団体等）へ周知（3/18） 

 ・畜産事業者に新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的な

ガイドライン（農林水産省通知）について関係機関（ＪＡほか，関係団体等）へ周知（3/18） 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農林業者に対し，「農林業経営サポート資金」(無 

  利子の県制度資金)による運転資金の調達を支援。(4/10～) 

 ・新型コロナウイルスの拡大に伴い，農業者の営農活動への影響が懸念されるため，県庁農業

振興課，県内 7 カ所の地方振興事務所及び亘理・美里農業改良普及センターに農業経営相談

窓口を設置。（4/3～） 

 ・県立農業大学校を 4 月 8 日から 14 日まで臨時休業(4/6)，同臨時休業期間を 5 月 6 日まで延

長(4/10) ，同臨時休業期間を 5月 10日まで再延長(4/30)，同臨時休業期間を 5月 31日まで

再々延長(5/7) ，6月 1日から再開(感染防止対策実施)。 

 ・新型コロナウイルス感染拡大防止のための緊急事態措置に伴う休業について農業大学校へ通

知(4/23) 

 ・新型コロナウイルス感染拡大防止のための緊急事態措置に伴う事業継続の要請について関係

機関(卸売市場，ＪＡほか，関係団体等)へ周知（4/23） 

 ・新型コロナウイルス感染拡大防止のための緊急事態措置の見直しと事業継続について関係機

関(卸売市場，ＪＡほか，関係団体等)へ周知（5/7） 

・食品産業事業者の従業員に新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関

する基本的なガイドライン（農林水産省通知）の改正について関係機関（ＪＡほか，関係団
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体等）へ周知（5/18） 

 ・農業における新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的な

ガイドライン（農林水産省通知）の改正について関係機関（ＪＡほか，関係団体等）へ周知

（5/18） 

 ・畜産事業者に新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的な

ガイドライン（農林水産省通知）の改正について関係機関（ＪＡほか，関係団体等）へ周知

（5/18） 

・宮城県における新型コロナウイルス感染症対策について及び緊急事態措置を実施すべき区域

の変更に伴う本県の対応について関係機関(卸売市場，ＪＡほか，関係団体等)へ周知（5/18） 

 

＜水産林政部＞ 

 ・関係機関（水産業協同組合，森林組合，木材協同組合等）への周知（1/31～随時） 

・水産物・林産物の流通状況の把握（魚市場，水産加工，小売関係事業者，森林組合，木材協同

組合等）（3/2～随時） 

 ・他国へ入港する遠洋鰹鮪漁船及び外国人乗組員確保等に関する情報等の把握（3/3～随時） 

・工事又は業務の一時中止措置等の通知（2/28通知，最大で工事 2件，業務 10件で一時中止措

置。3/23までに全て再開） 

・工事現場等で患者発生時の対応等を通知（3/6～随時） 

・緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応等を通知（4/9 通知，工事 1 件で一時中止の申

出） 

・外国人技能実習生（水産加工，沿岸漁業）の確保等に関する情報の把握（4/3～随時） 

・沿岸漁業の収入減少等に伴う融資等の情報把握（4/3～随時） 

・会議・イベント等の開催方法の検討（随時） 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農林業者に対し，「農林業経営サポート資金」（無

利子の県制度資金）による運転資金の調達を支援（4/10～） 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた漁業者に対し，「新型コロナウイルスに関する漁業

経営相談窓口」を設置（4/21～）するとともに，「漁業経営サポート資金」（無利子の県制度

資金）による運転資金の調達を支援（4/27～） 

・緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の一時中止措置について通知（4/23 通知，工事１件，

業務２件で一時中止または延期措置を実施したが，6/1から全て再開） 

・宮城県における緊急事態措置について(適切な感染症防止対策について)通知(4/24～随時)  

・不要不急の外出自粛に向けた漁港内での釣り自粛を周知（4/30～5/19） 

・水産加工業ワンストップ相談窓口での水産加工・流通業者向け支援策の周知（4/30） 

・「宮城県産の水産物の消費拡大」に係る情報についてホームページへ掲載(5/1) 

・水産加工業従業員における新型コロナウイルス感染症感染拡大予防対策の徹底について周知

(R3/1/28) 

 

＜土木部＞ 

 ・関係機関（港湾事業者，空港関連事業者，建設業等関係団体，県営住宅管理団体，都市公園管

理団体等）への周知（随時） 

・工事又は業務の一時中止措置等の通知（2/28通知，最大で 3/12時点で工事 42件，業務 17件

で一時中止措置。3/23時点で全て再開） 

 ・学校の臨時休校に伴う技術者の育児休暇等の取扱いを通知（3/3通知） 

 ・工事現場等で患者発生時の対応等を通知（3/6通知，4/7時点報告なし） 

・緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の一時中止措置について通知（4/17通知，5/15までに

累計，工事 25件，業務 20件で一時中止措置。6/1時点で全て再開） 

 ・県立都市公園（５公園）の施設を利用休止（屋内施設 4/2～，屋外施設 4/11～，遊具 4/20～） 
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 ・向洋海浜公園の駐車場の閉鎖（4/24～5/10） 

 ・県立都市公園の指定管理者及び公園利用者に対し感染拡大を防止するため，密集を作らない

等，公園利用の仕方について周知徹底（4/24） 

・県立都市公園（加瀬沼，岩沼海浜緑地，仙台港多賀城地区緩衝緑地）の屋外施設（野球場，テ

ニスコート等）を一部利用再開（5/11～） 

・県立都市公園（５公園）の屋内施設（更衣室，シャワー室，研修施設）及び屋外施設（遊具，

炊事場）を利用再開（5/18～） 

（仙台空港関係） 

・仙台国際空港（株）が対策会議を開催し,各空港関係機関の対応状況について情報共有（2/27)  

・サーモグラフィーの設置（6/18） 

・仙台空港における感染症対策を強化するため，仙台国際空港（株）が行う対策強化に向けた

取組を支援する「仙台空港感染症対策強化支援事業」を創設（7/31） 

・国際定期路線の維持及び早期再開を支援するため，グランドハンドリングに係る費用を助成 

する「仙台空港国際線路線再開支援事業」を創設（10/1）  

・国際線再開のための受入体制整備に向け，仙台国際空港（株）が検討を進めている国際線旅

客動線での感染防止対策について，東北医科薬科大学賀来特任教授による現場視察を実施

（10/13） 

・サーモグラフィーを 3台追加設置（合計 4台設置）（10/28） 

（港湾関係） 

 ・仙台塩釜港（仙台港区，塩釜港区，石巻港区）港湾保安委員会を開催し，情報共有と連絡体制

を確認（2/7） 

・昨年仙台塩釜港へ寄港が予定されていたクルーズ船 13 便（仙台港区 8，石巻港区 5）全ての

運行が中止，今年度の再開予定もなし（R3/2/3時点） 

・国際コンテナ定期船の運休情報はなし（R3/2/3時点） 

・自動車運搬船及び RORO船の国内定期船の運休情報はなし（R3/2/3時点） 

 

＜出納局＞ 

・県公金取扱金融機関に対し窓口における感染予防及び柔軟な働き方の促進等について依頼

（3/2） 

・感染拡大防止に向け一時中止等を行った工事等に関する総合評価落札方式等における取扱い

を通知（3/12） 

 ・建設工事及び建設関連業務の入札参加資格審査等を対面審査から郵送による受付審査に変更

（4/13） 

 ・緊急事態宣言の影響により債権者が請求書への押印が困難な場合について，押印に代わる方

法で正当債権者が発行したことが確認できる場合に限り，請求書への押印省略を可能とする

等，財務規則を改正（5/1） 

 ・緊急事態宣言の影響を受けない債権者について，請求書に先立って提出された正当債権者の

押印のある文書を届け出ることにより，請求書への押印省略を可能とするよう運用の見直し

（R3/1/12） 

 

＜企業局＞ 

・水道運転管理受注者及び下水道施設指定管理者への感染予防徹底の周知（1/31） 

・仙台港国際ビジネスサポートセンター利用者に対するチラシ掲出による注意喚起（1/31） 

・感染者拡大による物流への影響を考慮し，薬品，燃料及び資機材等の十分な在庫量を確保

（1/31） 

・国が定める水道水質基準に基づき，適切な塩素消毒を実施しているため，安全な水を供給し

ていること及び感染症予防として，身近な水道水での手洗い・うがいが有効な旨をホームペ
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ージ上で周知（2/21） 

・工事又は業務の一時中止措置等の通知（3/4，3/11時点で報告なし） 

・水道運転管理受注者及び下水道施設指定管理者を参集した新型コロナウイルス感染症対策会

議を開催し，作業員・職員等が感染した場合の業務継続に向けた対応方針を確認及び情報共

有（3/18） 

・改めて，安全な水を供給していること及び感染症予防として，身近な水道水での手洗い・う

がいが有効あることを周知するとともに，水道局を名乗り，「新型コロナウイルスが水道管に

付いているので除去する」等の不審な電話があったと全国の消費生活センター等に複数寄せ

られていることから，ホームページ上で注意喚起（4/3） 

・緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応等を通知（4/9 通知，4/14 時点工事 1 件で一時

中止の申出） 

・薬品を最大貯蔵とするよう，局内各事務所，水道運転管理受注者及び下水道施設指定管理者

に指示（4/15） 

・薬品の調達が困難となった場合に備え，代替の調達先を確認（4/15） 

・浄水場等の作業従事者感染時に，長期間にわたる業務体制の変更となった場合の課題整理の

ため，優先業務を絞った３班編成等の勤務体制の試行を実施（4/20～5/6） 

・上記の施行結果を踏まえ，勤務体制等の見直しを実施（6/22） 

・自然災害や新型コロナウイルス感染症等により各業務の履行が困難になった場合を想定し，

水道運転管理受注者及び下水道施設指定管理者との間で人員派遣等の相互支援協力に関する

協定を締結（9/17） 

 

＜教育庁＞ 

・関係機関（市町村教委，教育事務所，県立学校）への周知（随時） 

・県図書館，県美術館，東北歴史博物館等でアルコール消毒液設置，注意喚起チラシ掲示 

・卒業式，高校入試，出席停止及び臨時休業の対応について通知（市町村教委，教育事務所，県

立学校）（2/26） 

 ・新型コロナウイルス感染症に係る臨時休業について通知（市町村教委，教育事務所，県立学

校）（2/28） 

 ・県立自然の家（松島・蔵王・志津川）の教育事業中止及び団体受入停止（2/29～） 

 ・図書館，美術館，東北歴史博物館，県有体育施設（総合運動公園等）の一部施設及びサービス

を休止（2/29～） 

 ・新型コロナウイルス感染症患者発生に伴う県立特別支援学校の臨時休業について追加決定

（3/2） 

 ・令和 2 年度における小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における教育活動の再開

等について通知（県立学校，市町村教委，教育事務所）（3/24） 

・令和２年度当初の時期における学校活動の留意点等について通知（県立学校，市町村教委，

教育事務所）（4/1） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた県立学校における臨時休業について通知（県立

学校，市町村教委，教育事務所）（4/6） 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた県立学校における臨時休業について通知（臨時

休業の延長）（県立学校，市町村教委，教育事務所）（4/13） 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のための緊急事態措置に伴う対応について通知（県立学校，

市町村教委，教育事務所）（4/23） 

・新型コロナウイルス感染症に関する研修会開催（県立学校，市町村教育委員会）（4/28） 

・新型コロナウイルス感染症に係る臨時休業の延長等について通知（県立学校，市町村教委，

教育事務所）(4/29) 

・新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた県立学校における臨時休業等について通知（県立
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学校，市町村教委，教育事務所）(5/5) 

・県立学校の学校再開に向けた対応等について通知（県立学校，市町村教委，教育事務所）(5/15) 

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動等の実施における「学びの保障」

の方向性について通知（県立学校，市町村教委，教育事務所）（5/20等） 

・学校再開後の各種教育活動実施の目安について通知（県立学校，市町村教委，教育事務所）

（5/28） 

・県立高校において感染者等が発生した場合の臨時休業等の対応について通知（県立学校，市

町村教委，教育事務所）（7/9） 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策について通知（県立学校，市町村教委，教育

事務所）（9/3） 

・新型コロナウイルス感染症対策の徹底について（県立学校，市町村教委，教育事務所）(11/13，

11/17) 

・新型コロナウイルス感染症の感染予防の徹底に向けたチラシ配布(国公私立全学校)(11/18) 

・誹謗中傷防止研修会開催（県立学校，市町村立学校）（11/25～12/7(オンデマンド方式)） 

・新型コロナウイルス感染症対策の徹底について通知（県立学校，市町村教委，教育事務所）

（12/11） 

・小学校，中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染対策の徹底について通知（県

立学校，市町村教委，教育事務所）（R3/1/6） 

・新型コロナウイルス感染症対策としてのＩＣＴを活用した児童生徒の学習活動の支援につい

て通知(県立高校，県立中学校)（R3/1/8） 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を踏まえた小学校，中学校及び

高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応に関する留意事項及び感染レベルに

ついて通知（県立学校，市町村教委，教育事務所）（R3/1/8） 

・令和３年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テストを受検する者の事前の健康観察等の徹

底について通知（県立高校）（R3/1/12） 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の対象区域拡大を踏まえた小学

校，中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症対策の徹底について通知（県

立学校，市町村教委，教育事務所）（R3/1/15） 

・新型コロナウイルス感染症の感染対策の徹底について通知(県立学校)(R3/1/20) 

・各種教育活動の実施に係る新型コロナウイルス感染予防対策の徹底について通知(県立学校) 

(R3/1/20) 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うスポーツ大会等の開催について通知(県高体連ほか) 

(R3/1/20) 

・県立学校におけるクラスター発生に伴う感染予防対策の徹底について(県立学校) (R3/1/29) 

 

＜警察本部＞ 

 ・対策室を設置（1/29）情報収集の強化，関係機関との連携強化 

 ・新型コロナウイルス感染拡大に乗じた悪質商法や特殊詐欺等への注意喚起(2/13～) 

・県警本部長を長とする「宮城県警察新型コロナウイルス感染症対策本部」に改組（2/29） 

 ・新型コロナウイルス感染症対策に係る運転免許証更新期限の延長(3/14～)  

  ・銃砲一斉検査等の実施延期（4/3～7/20） 

 ・緊急事態宣言対象地域の拡大に伴う治安対策の強化（4/17～） 

 ・知事による住民への外出自粛要請に伴う協力依頼への対応（4/21～5/6） 

 ・運転免許業務の一部休止（4/25～5/14免許更新業務等） 

 ・通学路等における子供の安全確保対策の強化（5/15～） 



 
 
 

事 務 連 絡 
令和３年２月４日 

各都道府県知事 殿 

各府省庁担当課室 各位 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長 

 

緊急事態宣言に伴う催物の開催制限、施設の使用制限等に係る 

留意事項等について 

 

今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号。以

下、「特措法」という。）第32条第１項に基づく緊急事態宣言を行い、基本

的対処方針を改定したところ、都道府県対策本部において法に基づく適

正な運用がなされるよう、下記のとおり、留意すべき事項等を示す。概要

は別紙１のとおり。なお、感染状況や新たな知見が得られる等の状況に

応じ、通知内容を見直す場合がある。 

また、緊急事態宣言解除後の取扱いについては、別途通知する。 

 

記 

 

１．催物の開催制限 

（１）特定都道府県 

 ①催物の開催制限の目安 

基本的対処方針の三（３）２）に基づき、緊急事態宣言発出中の催

物開催の目安を以下のとおりとする。 

・ 屋内、屋外ともに5,000人以下。 

・ 上記人数要件に加え、屋内にあっては収容定員の５０％以内の参
加人数にすること。屋外にあっては人と人との距離を十分に確保
できること（できるだけ２ｍ）。 

また、祭り、花火大会、野外フェスティバル等、参加者が自由に移

動でき、かつ、入退場時や区域内の適切な行動確保ができない催物に

特定都道府県等においては、緊急事態宣言に伴う催物の開催制限の目安、施設の使

用制限等の留意事項に基づき、適正な運用を実施されたい。また、関係各府省庁に

おいては、関係団体等を通じて、営業時間短縮要請への協力、感染防止策の徹底等

を促すための適切な周知・助言等を行われたい。 
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ついては、令和２年９月１１日付け事務連絡１．（２）のとおり取り

扱うこと。 

なお、催物開催に当たっては、別紙２に留意するよう促すとともに、

業種別ガイドラインの徹底や催物の開催時及び前後の「三つの密」及

び飲食を回避するための方策が徹底できない場合には、開催につい

て慎重に判断すること。 

 ②人数上限及び収容率要件の解釈 

上記の人数や収容率の要件の解釈については、令和２年９月１１

日付け事務連絡１．（３）のとおり取り扱うこと。 

 ③その他留意事項 

（Ⅰ）営業時間短縮等の働きかけ 

基本的対処方針三（３）３）の趣旨を踏まえ、特定都道府県にお

いては、２０時までの営業時間短縮（酒類の提供は１１時から１９

時まで）を働きかけることとする。なお、無観客で開催される催物

等については、営業時間短縮の働きかけの対象とする必要はない。 

   

（Ⅱ）本目安の取扱い 

上記の①、②及び③（Ⅰ）について、以下のとおり取り扱うこと。 

 本目安は、本事務連絡が発出された日から、最大４日間の周知

期間を経て、その翌日から適用すること。具体的には、チケット

販売開始時期等に応じ、次のとおりとすること。 

ア 本事務連絡が発出された日までにチケット販売が開始され

た催物（優先販売など、名前の如何に関わらず、何らかの形で

販売が開始されているもの） 

  本事務連絡が発出された日までに販売済のチケット及び周

知期間中に販売されるチケットは上記①、②及び③（Ⅰ）は適

用せず、キャンセル不要と扱うこと。ただし、周知期間終了後

（新しい目安が適用された日）から、新たな目安を超過するチ

ケットの新規販売を停止すること。 

イ 本事務連絡が発出された日までにチケット販売が開始され

ていない催物 

  ・上記周知期間内に販売開始されるもの 

   周知期間内に販売されるチケットは、上記①、②及び③（Ⅰ）

は適用せず、キャンセル不要と扱うこと。ただし、周知期間終

了後（本目安が適用された日）から、本目安を超過するチケッ
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トの新規販売を停止すること。 

・上記周知期間後に販売開始されるもの 

上記①、②及び③（Ⅰ）によること。 

 

（Ⅲ）年度末に向けて行われる行事等 

 年度末に向けて人の移動が活発になり、また、卒業式等の行事の開

催が見込まれる。こうした行事については、感染防止を徹底するととも

に、人と人との間隔を十分に確保する等、適切な開催方法を検討するよ

う働きかけること。特に、より多くの人が集まる行事、例えば、大学の卒

業式は適切な開催のあり方を慎重に判断するよう働きかけること。 

飲食につながる謝恩会及びこれに類するものについては、自粛を働き

かけること。 

卒業旅行については、若者が感染に気付かず活発に移動すること

により、高齢者等に感染を広げている実情を踏まえ、自粛を働きか

けること。 

 

（２）特定都道府県の対象から除外された都道府県 

①催物の開催制限の目安等 

特定都道府県の対象から除外された都道府県については、地域の感

染状況等を踏まえながら、段階的緩和を検討すること。 

また、「１．（１）③その他留意事項（Ⅱ）」を準用すること。 

 

②年度末に向けて行われる行事等  

「１．（１）③（Ⅲ）年度末に向けて行われる行事等」を踏まえつつ、

感染状況等に応じて、「１．（３）②年度末に向けて行われる行事等」の

準用を検討すること。 

 

（３）その他の都道府県 

①催物の開催制限の目安等 

令和２年１１月１２日付け事務連絡のとおり取り扱うこと。 

ステージⅢ相当の対策が必要な地域においては、それぞれの地域の
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感染状況等に応じて、国として示した目安より厳しい基準を設定しう

ることに留意し、各地域の感染状況等に応じて、各都道府県知事が適

切に判断すること。 

 

②年度末に向けて行われる行事等 

卒業式等の行事については、感染防止を徹底するとともに、人と人との

間隔を十分に確保する等、適切な開催方法を検討するよう働きかけるこ

と。 

謝恩会及びこれに類するものについては、飲食を伴わない開催を検討

するよう働きかけること。飲食を伴う場合には、令和２年１２月１１日付け事

務連絡「Ⅱ１．（１）忘年会・新年会」に記載の工夫を働きかけること。 

卒業旅行については、時と場所が分散される「分散型旅行」を図り、なる

べく混雑しない平日の間、いつもの仲間での行動などを働きかけること。 

 

２．施設の使用制限等 

（１）特定都道府県 

 ①特措法に基づく営業時間の短縮等の要請を行う施設 

  以下に掲げるものについては、基本的対処方針二①及び②並びに三

（３）３）を踏まえ、以下のとおり取り扱うこと。 

 （ア）飲食店（第１４号） 

  原則として、２０時までの営業時間の短縮（酒類の提供は１１時

から１９時まで）を要請すること。また、業種別ガイドラインを遵

守するよう要請を行うものとすること。要請に当たっては、関係機関

とも連携し、営業時間の短縮等を徹底するための対策・体制の強化を

行い、できる限り個別に施設に対して働きかけを行うこと。その際、

併せて、事業者に対して、業種別ガイドラインの遵守を働きかけるこ

と。 
（イ）遊興施設（第１１号）のうち、食品衛生法上における飲食店営

業の許可を受けている飲食店（次の②に示す施設を除く。） 

 原則として、２０時までの営業時間の短縮（酒類の提供は１１時

から１９時まで）を要請すること。また、業種別ガイドラインを遵

守するよう要請を行うものとすること。要請に当たっては、関係機

関とも連携し、営業時間の短縮等を徹底するための対策・体制の強

化を行い、できる限り個別に施設に対して働きかけを行うこと。そ
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の際、併せて、事業者に対して、業種別ガイドラインの遵守を働きか

けること。 

 なお、後記②に示す施設（ネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を

目的とした利用が相当程度見込まれる施設）に該当する場合は、営

業時間要請の対象にしないこと。 

 関係各府省庁においては、関係団体への周知等、上記の感染防止

対策の徹底等に必要な協力等を行うこと。 

 

 ②①と同様の営業時間の短縮等の働きかけを行う施設 

   基本的対処方針三（３）３）の趣旨を踏まえ、特定都道府県におい

ては、以下に掲げるものについては、２０時までの営業時間の短縮

（酒類の提供は１１時から１９時まで）を働きかけるとともに、業

種別ガイドライン等を遵守するよう要請すること。 

 劇場、観覧場、映画館又は演芸場（第４号） 

 集会場又は公会堂（第５号） 

 展示場（第６号） 

 1000平米を超える物品販売業を営む店舗（食品、医薬品、医療

機器その他衛生用品、再生医療等製品又は燃料その他生活に欠

くことができない物品として厚生労働大臣が定めるものの売

場を除く。）（第７号） 

 ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。）（第８号） 

 運動施設、遊技場（第９号） 

 博物館、美術館又は図書館（第１０号） 

 遊興施設のうち、食品衛生法上における飲食店営業の許可を受

けていない施設（第１１号） 

 1000平米を超えるサービス業を営む店舗（生活必需サービスを

除く。）（第１２号） 

  また、劇場、観覧場、映画館又は演芸場（第４号）、集会場又は公会

堂（第５号）、展示場（第６号）、ホテル又は旅館（集会の用に供する

部分に限る。）、運動施設又は遊技場（第９号）及び博物館、美術館又

は図書館（第10号）については、人数上限5,000人、かつ、収容率要

件50％以下とすることの働きかけをあわせて行うこと。 

２．（１）②について、「１．（１）③その他留意事項（Ⅱ）」を準用

すること。 

 
 
5



   なお、特定都道府県においては、以下に掲げるものについては、業

種別ガイドラインに基づく感染防止対策が徹底されることを前提に、

施設の使用制限等の要請等を行わないこと。 

 学校（第１号） 

 保育所、介護老人保健施設等（第２号） 

 大学等（第３号） 

 生活必需物資（食品、医薬品、医療機器その他衛生用品、再生

医療等製品又は燃料その他生活に欠くことができない物品と

して厚生労働大臣が定めるもの）の物品販売業を営む店舗（第

７号） 

 遊興施設のうち、ネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を目的と

した利用が相当程度見込まれる施設（第１１号） 

 サービス業を営む店舗のうち、生活必需サービスを営む店舗

（第１２号） 

 学習支援業を営む施設（第１３号） 

  関係各府省庁においては、関係団体への周知等、上記施設における

感染防止対策の徹底等に必要な協力等を行うこと。 

 

（２）特定都道府県の対象から除外された都道府県 

 ①特措法に基づく営業時間の短縮の要請を行う施設 

「２．（１）① 特措法に基づく営業時間の短縮の要請を行う施設」に

ついては、ステージⅡ相当以下に下がるまで営業時間の短縮の要請を

継続すること。なお、営業時間及び対象地域等については、地域の感染

状況等に応じ、各都道府県知事が適切に判断すること。 

 

② ①と同様の営業時間短縮の働きかけを行う施設 

「２．（１）② ①と同様の営業時間短縮の働きかけを行う施設」に

ついては、地域の感染状況等に応じ、営業時間の短縮等の働きかけに

ついて、各都道府県知事が適切に判断すること。 

 

（３）その他の都道府県 

  各都道府県は、令和２年５月２５日付け事務連絡４．（１）、令和２年

７月８日付け事務連絡３．、令和２年７月１７日付け事務連絡等に基づ

き、感染防止策の徹底等、施設管理者への必要な協力要請を実施する
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こと。 

 

３． 飲食店等における営業時間短縮の要請等の協力の周知徹底 

基本的対処方針二①及び②並びに三（３）３）の趣旨を踏まえ、関

係各府省庁におかれては、緊急事態宣言が発出される地域であるか否

かにかかわらず、営業時間短縮の要請等がなされた場合には、関係団

体からその傘下会員に対して以下のとおりその周知・依頼がなされる

よう、関係団体に対して周知されたい。 

 

・ 自治体から営業時間短縮の要請等がなされた場合には、その要請

に従っていただくこと 

・ 自治体からの営業時間短縮の実態把握等が行われた場合には、ご

協力いただくこと 

 

４．職場・飲食店における業種別ガイドラインの遵守徹底 

職場（公務の職場を含む）等においては、感染防止のための取組（手

洗いや手指消毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励

行、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自

粛、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等）や

「三つの密」や「感染リスクが高まる「５つの場面」」等を避ける行動

を徹底するよう促すこと。特に職場での「居場所の切り替わり」（休憩

室、更衣室、喫煙室等）に注意するよう周知すること。さらに、職場や

店舗等に関して、業種別ガイドライン等を実践するよう働きかけるこ

と。その際には、特に留意すべき事項（別紙３）の確認を促し、遵守し

ている事業者には対策実施を宣言させる等、感染防止のための取組を強

く勧奨すること。 
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施設利用・イベント関係の主な緊急事態措置の概要

（基本的な考え方）
• 1/8以降、緊急事態措置として講じてきた取組を徹底する。具体的には、

 緊急事態措置を実施すべき区域においては、感染リスクの高い場面に効果的な対策を徹
底する。

 飲食を伴うものを中心として対策を講じることとし、その実効性を上げるために、飲食につな
がる人の流れを制限することを実施する（具体的には、飲食店等に対する営業時間短縮要
請、外出自粛、テレワークの推進等の取組を強力に推進する。）。

 業種別ガイドライン等を遵守するよう要請する。

＜施設利用関係＞
施設の
種類

施 設 緊急事態宣言での措置

飲食店
飲食店（居酒屋を含む。）、喫茶店 等（宅配・テークア
ウトサービスは除く。） ・20時までの営業時間短縮、11時から19時までの酒類提供

を要請
遊興施設

バー、カラオケボックス等で、食品衛生法の飲食店営
業許可を受けている店舗

＜イベント関係＞

人数上限5,000人、かつ、収容率50％以下の要件に厳格化（あわせて、20時までの営業時間短縮の働きかけ）

（その他留意事項）
• 卒業式等については、人と人との間隔を十分に確保する等、適切な開催方法を検討するよう働きかける。
• 飲食につながる謝恩会及びこれに類するものは、自粛を働きかける。また卒業旅行も、自粛を働きかける。

【別紙１】
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緊急事態措置以外の対応

＜施設利用関係＞

施 設 緊急事態措置以外の対応

運動施設、遊技場

・20時までの営業時間短縮、19時までの酒類提供
・人数上限5,000人、かつ、収容率要件50%以下とする
こと
の働きかけ

劇場、観覧場、映画館又は演芸場

集会場又は公会堂、展示場

博物館、美術館又は図書館

ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。）

遊興施設（食品衛生法の飲食店営業許可を受けている店舗及び別途
通知する施設を除く。）

・20時までの営業時間短縮、19時までの酒類提供
の働きかけ

物品販売業を営む店舗（1000平米超）（生活必需物資を除く。）

サービス業を営む店舗（1000平米超）（生活必需サービスを除く。）

  9



（１）徹底した感染防止等（収容率50％を超える催物を開催するための前提）

① マスク常時着用の
担保

・マスク着用状況を確認し、個別に注意等を行い、マスクの常時着用を求める。
＊マスクを持参していない者がいた場合は主催者側で配布・販売を行い、マスク100％を担保。

② 大声を出さないこと
の担保

・大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの。
＊隣席の者との日常会話程度は可（マスクの着用が前提）
＊演者が歌唱等を行う場合、舞台から観客まで一定の距離を確保（最低2m）

（２）基本的な感染防止等

③ ①～②の奨励 ・①～②は、イベントの性質に応じて可能な限り実行（ガイドラインで定める）
＊マスク着用状況が確認でき、着用していない場合は個別に注意等を行うこと
＊大声を出す者がいた場合等、個別に注意等を行うこと（例：スポーツイベント等ではラッパ等の鳴り物を
禁止すること等）

④ 手洗 ・こまめな手洗の奨励

⑤ 消毒 ・主催者側による施設内（出入口、トイレ、ウイルスが付着した可能性のある場所等）の
こまめな消毒、消毒液の設置、手指消毒

⑥ 換気 ・法令等を遵守した空調設備の設置、こまめな換気

⑦ 密集の回避 ・入退場時の密集回避（時間差入退場等）、待合場所等の密集回避
＊必要に応じ、人員の配置、導線の確保等の体制を構築するとともに、入場口・トイレ・売店等の密集が
回避できない場合はそのキャパシティに応じ、収容人数を制限

⑧ 身体的距離の確保 ・大声を伴う可能性のあるイベントでは隣席との身体的距離の確保。具体的には、同一の観客
グループ間（５名以内に限る。）では座席を空けず、グループ間は１席（立席の場合１ｍ）空
ける。
・演者が発声する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保
・混雑時の身体的距離を確保した誘導、密にならない程度の間隔（最低限人と人とが触れ合わ
ない程度の間隔）

【別紙２】イベント開催時の必要な感染防止策①
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（２）基本的な感染防止等（続き）

⑨ 飲食の制限 ・飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限
・休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底
・過度な飲酒の自粛
・食事は長時間マスクを外すことが想定され、隣席への飛沫感染のリスクを高めるため、収容
率が50％を超える場合、飲食可能エリア以外（例：観客席等）は原則自粛。
（発声がないことを前提に、飲食時以外のマスク着用担保、会話が想定される場合の飲食禁止、十分な換気等、
一定要件を満たす場合に限り、食事可。）

⑩ 参加者の制限 ・入場時の検温、入場を断った際の払い戻し措置
＊ただし、発熱者・有症状者の入場は断る等のルールをイベント開催前に明確に規定し、当該規定を十分周知
している場合は払い戻し不要。

⑪ 参加者の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握
・接触確認アプリ（COCOA）や各地域の通知サービスの奨励
＊アプリのQRコードを入口に掲示すること等による具体的な促進措置の導入

⑫ 演者の行動管理 ・有症状者は出演・練習を控える
・演者・選手等と観客が催物前後・休憩時間等に接触しないよう確実な措置を講じるとともに、
接触が防止できないおそれがあるイベントについては開催を見合わせる

・合唱等、声を発出する演者間での感染リスクへの対処

⑬ 催物前後の行動管理 ・イベント前後の感染防止の注意喚起
＊可能な限り、予約システム、デジタル技術等の活用により分散利用を促進

⑭ ガイドライン遵守の
旨の公表

・主催者及び施設管理者が、業種別ガイドラインに従った取組を行う旨、HP等で公表

（３）イベント開催の共通の前提

⑮ 入退場やエリア内の
行動管理

・広域的なこと等により、入退場や区域内の行動管理ができないものは開催を慎重に検討
＊来場者の区画を限定、管理した花火大会などは可。具体的には、①身体的距離の確保、②密集の回避、③飲食
制限、④大声禁止、⑤催物前後の行動管理、⑥連絡先の把握等を担保することが求められる。

⑯ 地域の感染状況に応
じた対応

・大規模イベントは、事前に収容率制限等も含めて都道府県と相談
・地域の感染状況の変化があった場合は柔軟に対応

※上記のうち、基本的な感染防止等が徹底されていない場合、従来の目安（人数上限5,000人又は収容率要件50％のいずれか小さいほう）を
原則として、各都道府県が個別のイベント開催について適切に判断すること。

イベント開催時の必要な感染防止策②
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□ 座席の配置などを工夫し、密にならず、他のお客様との間
隔を十分に取っています。

□ 対面防止、定期的な換気、仕切り、飲食時以外のマスク徹
底、消毒液の設置など、感染防止の基本的な対策を徹底して
います。

□ 要請された営業時間を守っています。

□“長時間飲食・飲みすぎ” にならないように呼びかけする
など、「感染リスクが高まる『５つの場面』」での工夫を
行っています。

□ 体調がすぐれない人が気兼ねなく休めるルールを定め、実
行できる雰囲気を作っています。

飲食の場における新型コロナウイルス感染症防止対策宣言
～取組の５つのポイント～

【別紙３】
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□ テレワーク・時差出勤等を推進しています。

□ 体調がすぐれない人が気兼ねなく休めるルールを定め、
実行できる雰囲気を作っています。

□ 職員間の距離確保、定期的な換気、仕切り、マスク徹底
など、密にならない工夫を行っています。

□ 休憩所、更衣室などの“場の切り替わり”や、飲食の場
など「感染リスクが高まる『５つの場面』」での対策・呼
びかけを行っています。

□ 手洗いや手指消毒、咳エチケット、複数人が触る箇所の
消毒など、感染防止のための基本的な対策を行っています。

職場における新型コロナウイルス感染症防止対策宣言
～取組の５つのポイント～
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